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平成２０年３月１９日判決言渡

平成１７年(ワ)第１７０７８号商標使用権確認請求事件

口頭弁論終結日 平成１９年１２月２０日

判 決

原 告 華 禮 東 方 有 限 公 司

同訴訟代理人弁護士 鈴 木 勝 利

同 丸 山 恵 一 郎

同 佐 野 知 子

同 崔 宗 樹

同 増 渕 勇 一 郎

同 渡 邉 宙 志

被 告 日 本 電 気 株 式 会 社

同訴訟代理人弁護士 野 本 新

同訴訟復代理人弁護士 大 羽 裕 子

補 助 参 加 人 Ｎ Ｅ Ｃ デ ィ ス プ レ イ

ソリューションズ株式会社

同訴訟代理人弁護士 大 羽 裕 子

上記両名訴訟代理人弁護士 高 取 芳 宏

同 菊 地 孝 太

同 神 庭 豊 久

主 文

１ 原告の請求をいずれも棄却する。

２ 訴訟費用は，補助参加によって生じた費用を含め，原告の負担とする。

事 実 及 び 理 由

第１ 請求

１ 主位的請求
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原告が中国本土，香港及び台湾において「ＮＥＣ」の商標（正商標番号第０

０００８５３０号，中華人民共和国における登録番号第１５３３９１６号，香

港における登録番号第２００１０３３６１号，台湾における登録番号第６９１

６８０号）を付したスピーカー，ＣＤプレイヤー及びその関連製品並びにコン

ピューター周辺機器を製造販売する権利を有することを確認する。

２ 予備的請求

原告が中国本土，香港及び台湾において「ＮＥＣ」の商標（正商標番号第０

０００８５３０号，中華人民共和国における登録番号第１５３３９１６号，香

港における登録番号第２００１０３３６１号，台湾における登録番号第６９１

６８０号）及び「Ｄ’ｃｕｂｅ」の商標（香港における登録番号第２００３Ｂ

１２３９９号，台湾における登録番号第０１０５７４１０号，中華人民共和国

における受理番号ＺＣ５５７４９６２ＳＬ）を併記したＭＰ３プレイヤーを製

造販売する権利を有することを確認する。

第２ 事案の概要

本件は，原告が，被告に対し，原告が中国本土，香港及び台湾においてスピ

ーカー，ＣＤプレイヤー及びその関連商品並びにコンピューター周辺機器を製

造販売するに際し被告の登録商標である「ＮＥＣ」の商標を使用する権利（通

常使用権）を有すること並びに上記「ＮＥＣ」の商標と原告の登録商標である

「Ｄ’ｃｕｂｅ」の商標とを併記したＭＰ３プレイヤーを製造販売する権利を

有することの確認を求める事案である。

１ 争いのない事実等（証拠を掲記した事実以外は，当事者間に争いがない。）

(1) 当事者等

ア 原告は，香港に本店を置き，中国本土，香港及び台湾においてスピーカ

ー，ＣＤプレイヤー及びその関連製品並びにＭＰ３プレイヤー等のコンピ

ューター周辺機器（これらの電気製品をまとめて，以下「本件商品」とい

う。）の製造販売をしている法人である（弁論の全趣旨）。
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イ 被告は，電気通信機械器具，コンピュータその他の電子応用機械器具等

の製造販売等を業とする株式会社である。

ウ 補助参加人（旧商号・ＮＥＣビューテクノロジー株式会社）は，被告が

全額出資をして平成１２年１月１８日に設立された株式会社である。

(2) 本件商標等

ア 被告は，「ＮＥＣ」の商標（正商標番号第００００８５３０号，中華人

民共和国における登録番号第１５３３９１６号，香港における登録番号第

２００１０３３６１号，台湾における登録番号第６９１６８０号。以下

「本件商標」という。）の商標権を有している。

イ 原告は，「Ｄ’ｃｕｂｅ」の商標（香港における登録番号第２００３Ｂ

１２３９９号，台湾における登録番号第０１０５７４１０号，中華人民共

和国における受理番号ＺＣ５５７４９６２ＳＬ）の商標権を有している

（弁論の全趣旨）。

(3) 確認の利益

原告は，被告が中国本土，香港及び台湾において本件商標を付した本件商

品を製造販売する権利（通常使用権。以下「本件使用権」という。）を第三

者に許諾する権限（以下「本件許諾権限」という。）を補助参加人に与え，

補助参加人が更に株式会社トーマジャパンに本件許諾権限を与え，トーマジ

ャパンが本件使用権を原告に許諾した（以下「本件許諾」という。）と主張

しているのに対し，被告は，被告や補助参加人が本件許諾権限を他に授与し

たことはなく，原告には本件使用権がないと主張して争っている。

２ 争点

(1) 補助参加人及びトーマジャパンを介しての許諾の有無

ア 被告は，補助参加人に対し，本件許諾権限を第三者に授与する権限を与

えたことがあるか（争点(1)ア）。

（原告の主張）
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被告は，補助参加人の設立当初から，又は遅くとも平成１２年４月まで

に，補助参加人に対して，明示又は黙示に，本件許諾権限を第三者に授与

する権限を与えていた。

（被告の主張）

否認する。

被告は，補助参加人に対して，本件商標の通常使用権を許諾したことは

あるが，本件許諾権限を第三者に授与する権限を与えたことはない。

イ 補助参加人は，トーマジャパンに対し，本件許諾権限を授与したことが

あるか（争点(1)イ）。

（原告の主張）

補助参加人は，平成１２年４月初めころにトーマジャパンに本件商品の

製造を許諾をする旨の委任状（甲２１の１）を交付し，又は同年７月１０

日にトーマジャパンとの間で本件商品に関する一切の商権を同社に引き渡

す旨の記載のある売買契約書（甲２３）を取り交わすことによって，トー

マジャパンに対して，本件許諾権限を授与した。

（被告の主張）

否認する。

原告主張の委任状（甲２１）は，偽造されたものである。原告主張の売

買契約書（甲２３）は，補助参加人からトーマジャパンに対して，本件商

品を売り渡す旨の売買契約書にすぎず，本件許諾権限を授与する趣旨を含

むものではない。

ウ トーマジャパンは，原告に対し，本件許諾をしたか（争点(1)ウ）。

（原告の主張）

トーマジャパンは，平成１４年１月ころから同年４月１日までの間に，

原告に本件商品の購入申込書（甲２９の１）を交付するなどしてその製造

を発注し，これによって，原告に対して，本件許諾をした。
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（被告の主張）

否認する。

(2) 表見代理による本件許諾の成否

(1)イについて，補助参加人のトーマジャパンに対する本件許諾権限の授与

が表見代理により有効となるか（争点(2)）。

（原告の主張）

補助参加人は，被告から，本件商標を用いた本件商品を含む家電製品を製

造販売する権利（基本代理権）を授与されていたところ，平成１２年４月か

ら同年７月１０日ころにかけて，被告を代理して，トーマジャパンに対し，

本件許諾権限を授与する旨の意思表示をしたものであり，トーマジャパンは，

補助参加人に被告を代理して本件許諾権限の授与をする権限があるものと過

失なく信じたから，トーマジャパンは，民法１１０条の表見代理に基づき，

本件許諾権限を取得した。したがって，トーマジャパンから本件許諾を受け

た原告は，本件使用権を取得した。

（被告の主張）

否認する。

被告は，補助参加人に対して，本件商標の使用権を許諾したことはあるが，

代理権を授与したことはない。補助参加人が被告の代理人と称したこともな

い。

(3) 権利外観法理による本件許諾の成否

(1)ウについて，トーマジャパンの原告に対する本件許諾が権利外観法理に

より有効となるか（争点(3)）。

（原告の主張）

原告代表者のＫは，平成１５年１２月１日に原告の株式を買収したが，そ

の際，原告がトーマジャパンから本件商標の同一性を識別するための被告作

成のマニュアル（甲１４。以下「本件マニュアル」という。）の交付を受け
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て保管していること，被告が原告においてトーマジャパンからの許諾に基づ

いて本件商標と「Ｄ’ｃｕｂｅ」の商標を併記したＭＰ３プレイヤーを製造

販売しているのを少なくとも黙認していたこと，原告が本件商標を付したＭ

Ｐ３プレイヤーの製造契約を香港，台湾，韓国の製造業者と締結していたこ

と及び原告が製造させていたＭＰ３プレイヤーの型番がＮＥＣの正規商品の

型番と同一であることを確認した。このような事情からすると，原告代表者

が原告を買収するに際して被告からトーマジャパンに対し本件許諾権限の授

与がされているものと信じたことには，正当の理由があったというべきであ

る。

（被告の主張）

否認する。

本件マニュアルが被告又は補助参加人からトーマジャパンや原告に交付さ

れたことはないし，被告が原告において本件商標と「Ｄ’ｃｕｂｅ」の商標

とを併記したＭＰ３プレイヤーを製造販売しているのを黙認していたことも

ない。

(4) 被告の黙認による本件使用権の許諾の有無

被告は，少なくとも，原告が中国本土，香港及び台湾で本件商標を付した

ＭＰ３プレイヤーを製造販売することを黙認したか（争点(4)）。

（原告の主張）

被告は，原告が平成１４年１月以降原告が製造したＭＰ３プレイヤーに本

件商標と「Ｄ’ｃｕｂｅ」商標を併記したものが正規品として中国本土，香

港及び台湾で販売されていること，被告は本件マニュアルを補助参加人，ト

ーマジャパンを介して原告に交付したこと，上記ＭＰ３プレイヤーの説明書

には原告が総発売元と記載されていること，被告が中国で設立したＮＥＣ有

限会社知的財産センターの担当者が消費者に対する電子メールで原告の下請

製造業者に対してＯＥＭ方式によりＭＰ３プレイヤーを製造する権利を与え
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た旨表明していることなどからすると，被告は，本件商品又は少なくともＭ

Ｐ３プレイヤーについては，原告がこれに本件商標を付して製造することを

黙認し，もって，直接原告に対して，本件使用権を許諾したものというべき

である。

（被告の主張）

否認する。

被告は，ＭＰ３プレイヤーに表示された「Ｄ’ｃｕｂｅ」が原告の商標で

あることを知らなかったものであり，原告主張のＭＰ３プレイヤーは，補助

参加人が製造し，本件商標が付された正規品として販売されているものと考

えていた。

(5) 本件許諾の取消しによる本件使用権の失効の成否

原告が主張する本件使用権は，本件許諾を取り消す旨の被告の意思表示に

よって，失効したか（争点(5)）

（被告の主張）

仮に，権利外観法理により，被告が原告に対して本件商標の通常使用権

（本件使用権）を許諾したことになるとしても，そのような使用権は，期限

の定めのないものであり，被告はいつでもその許諾を取り消すことができる

ところ，被告は，平成１９年５月２８日の本件口頭弁論期日において，本件

許諾を取り消す旨の意思表示をした。当該解約告知は，被告が平成１３年８

月１日以来トーマジャパンに対して本件商品の取引を終結させる旨申し入れ，

平成１５年８月１日には正式に解約告知をしていたことにかんがみれば，有

効なものというべきである。

（原告の主張）

争う。

被告主張の許諾の取消しは，商標使用許諾取引関係が信義則の支配する継

続的取引関係であることにかんがみれば，効力を生じないものというべきで
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ある。

第３ 争点に対する判断

１ 争点(1)（補助参加人及びトーマジャパンを介しての許諾の有無）について

(1) 争点(1)アについて

原告は，被告が補助参加人に対して本件許諾権限を第三者に授与する権限

を与えた旨主張する。

しかし，これを認めるに足りる証拠はない。

かえって，証拠（乙１，４，５，１８，３１ないし３３，証人Ｆ）によれ

ば，被告は，従来から商標の管理を厳重に行い，遅くとも平成１１年ころ以

降は，原則として，被告が５０％以上の出資比率を有し，「ＮＥＣ」の標章

を商号として使用することを許諾された会社に対してしか，本件商標を使用

することを許諾しておらず，その許諾に当たっても，許諾条件について役員

等で構成する標章審査会議で審議した上，使用許諾契約書によって，商標の

使用方法，使用状況の報告，有効期間，契約の解除事由等を定めていたこと，

「ＮＥＣ」の標章を含む商号を有しない第三者に本件商標の使用を許諾する

のは被告の標章審査会議で相当と認められた場合等例外的な場合に限るもの

としていたこと，平成１２年１月１８日に締結された被告と補助参加人との

間の標章等使用許諾契約書（乙１）においてはもちろん，その他の同様の標

章等使用許諾契約書（乙４，５）においても，第三者に対する本件商標の再

使用許諾は，明示的に禁止されていることが認められる。

このような事実に照らせば，被告が補助参加人に対して本件許諾権限をト

ーマジャパン等の第三者に授与する権限を与えたものと認めることは到底で

きない。

(2) 争点(1)イについて

アでみたとおり，被告が補助参加人に対して本件許諾権限を第三者に授与

する権限を与えた事実は認められないから，その余の点について判断するま
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でもなく，補助参加人及びトーマジャパンを介して本件許諾を受けたとする

原告の主張は，理由がないことになるが，本件訴訟の経過にかんがみ，以下，

補助参加人がトーマジャパンに対して，本件許諾権限を与えた事実が認めら

れるかどうかについて，検討することとする。

ア 証拠（甲１ないし３，１０，１１，２２ないし２７，３０，３３の１，

３４の１，３５，３６の１，３７，５９，６２，７８の１ないし４，乙２，

６の１及び２，１２，１４，１８）及び弁論の全趣旨によれば，トーマジ

ャパンは，平成６年５月２０日の設立当時から，被告の子会社であるＮＥ

Ｃホームエレクトロニクス株式会社から本件商標の付された家電製品を仕

入れ，中国，香港，台湾などで販売していたこと，ＮＥＣホームエレクト

ロニクスは，平成１１年８月ころ，本件商標を付したオーディオ製品等

（本件商品）を現地の製造業者にＯＥＭ方式（他社ブランドの製品を製造

すること）で製造させ，これを仕入れてトーマジャパンに独占販売させる

という営業方針を採ることとし，同年１０月４日ころ，中国本土，香港及

び台湾の事情に詳しいトーマジャパンに対し，これらの地域にあって本件

商品のＯＥＭ生産の委託先となり得る製造業者の調査や現地の需要に応じ

た製品の開発を依頼したこと，その結果，ＮＥＣホームエレクトロニクス

は，トーマジャパンから紹介された現地の製造業者に本件商標の付された

本件商品の開発，製造を委託し，その納入を受け，トーマジャパンに独占

販売させることとし，トーマジャパンとの間で，売買基本契約書（平成１

１年８月３１日付け。甲１０）及びその変更覚書（同年１０月４日付け。

甲１１）を取り交わして，本件商品を同社に独占販売させるようになった

こと，ＮＥＣホームエレクトロニクスは，平成１２年２月ごろ解散したが，

被告の全額出資の子会社である補助参加人（平成１２年１月１８日設立）

がその事業を引き継いだこと，補助参加人とトーマジャパンとの間では，

改めて，平成１３年８月１日付けの基本売買契約書（乙２）や平成１４年
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４月１７日付けの確認書（甲１）が取り交わされたが，それらの内容は，

トーマジャパンとＮＥＣホームエレクトロニクスとの間で取り交わされた

売買基本契約書等と同様であり，補助参加人がトーマジャパンからの個別

の注文に応じて本件商品を継続的に売り渡し，トーマジャパンや同社から

全権を委託された原告が上記地域における本件商品の独占販売，保守サー

ビス及び本件商標の信用維持を行う旨の記載がある一方，トーマジャパン

に対して本件商標を付した本件商品を製造したり，それを製造することを

第三者に許諾したりする権限を授与することをうかがわせる記載はないこ

と，実際にも，トーマジャパンは，上記基本売買契約書に定めるところに

より，補助参加人に対して本件商品の注文書（甲３５，乙６の１，２）を

発行し，補助参加人から本件商品を購入し，これを原告等の販売会社を通

じて販売した上，購入者に対するアフターケアも担当していたこと，原告

は，平成１４年１月から中国本土，香港及び台湾において，本件商標と

「Ｄ’ｃｕｂｅ」商標を併記したＭＰ３プレイヤーを製造販売するように

なったが，補助参加人は，これについても同様に，トーマジャパンから紹

介された香港，台湾，韓国の製造業者にＯＥＭ方式による生産をさせて購

入し，トーマジャパンとの売買基本契約に基づいて同社に独占販売させて

いたこと，もっとも，補助参加人は，遅くともトーマジャパンとの間で前

記売買基本契約書を取り交わした平成１３年８月１日ころには，トーマジ

ャパンとの取引が補助参加人の目指す事業領域と合致しないという理由で，

これを順次縮小させて，最終的に中止するという方針を決定し，平成１５

年４月１日付け通知書（甲２）により同年７月３１日をもって上記取引を

解約したこと，このような経過の中にあって，トーマジャパンの補助参加

人に対する上記取引に基づく代金債務の支払が滞るようになり，また，ト

ーマジャパン又は原告が補助参加人を経由せずに補助参加人がＯＥＭ方式

による製造をさせている製造業者に本件商品を直接発注しその納入を受け



11

て販売するということも行われるようになり，補助参加人がこのような本

件商品を偽ブランド品とする声明を出したこともあったこと，トーマジャ

パンは，平成１９年１月１９日，補助参加人に対して，平成１８年１２月

３１日時点で上記売買基本契約に基づく買掛金債務が約５３８万ドルある

ことを認める旨の書面（乙３７）を差し入れていることが認められる。

以上認定のような補助参加人とトーマジャパンとの間の取引経過に加え，

(1)に認定したとおり，補助参加人は，被告との間の標章等使用許諾契約書

（乙１）において，第三者に対して本件商標の再使用許諾をすることを明

確に禁止されていたことなどを併せ考えると，補助参加人は，トーマジャ

パンから紹介された香港や台湾の製造業者に本件商標を付した本件商品の

ＯＥＭ方式による生産をさせ，それらの製造業者から納入された本件商品

をトーマジャパン又は原告を通じて独占販売させていたことはあるものの，

トーマジャパン又は原告に対し，本件商標をトーマジャパン又は原告を表

示する商標として使用して本件商品を製造することを許諾したことはない

ものと認めるのが相当である。

イ 原告は，補助参加人がトーマジャパンに対して本件許諾権限を授与した

ことの証拠として，平成１３年８月１日付けの製造許諾承認契約書の写し

（甲１２）を提出している。

しかし，被告は，上記契約書は偽造されたものであると主張していると

ころ，原告は，その作成又は入手の経過を明らかにしないばかりでなく，

証拠（甲１２）によれば，上記契約書には，補助参加人の住所について

「足柄上郡」とすべきところを「足柄郡」とし，社名について「ＮＥＣビ

ューテクノロジー株式会社」とすべきところ「ＮＥＣビューテクノジー株

式会社」とするなどの誤記があること，上記契約書の体裁は，補助参加人

を代理して上記契約書を取り交わした事業本部長Ｙの名下に職印が押捺さ

れておらず，作成日付が不動文字で記入されるなど，同日付けで締結され
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た補助参加人とトーマジャパンとの間の売買基本契約書（乙２）や覚書

（甲５９）の体裁と異なることなど，不自然な点があり，真正に成立した

ものとは認め難い。

ウ 原告は，補助参加人からトーマジャパンに対する本件許諾権限の授与が

あったことの証拠として，補助参加人のトーマジャパンに対する委任状の

写し（甲２１の１）を援用する。

しかし，上記委任状の写しについても，被告はその成立を争っていると

ころ，上記委任状は，その作成者が明らかでなく，トーマジャパンがその

原本を所持していないこと（証人Ｔ），補助参加人の英文の社名表記が定

款の記載と異なっていること（乙１８），補助参加人の事務所の電話番号

の表記も日本において通常行われる表記とは異なっていること，トーマジ

ャパンの代表者Ｔは，日本語に堪能であったのであるから（証人Ｔ），上

記委任状の作成者が原告主張のように補助参加人従業員のＦであるとする

ならば，それが英文で作成された理由が不明であること（甲第１０，第１

１，第２３号証の売買契約書等は，ＦとＴとの間で取り交わされたもので

あるが，いずれも日本文で作成されている。）などにも照らすと，やはり，

真正に成立したものと認めることはできない。

エ 原告は，補助参加人からトーマジャパンに対する本件許諾権限の授与が

あったことの証拠として，補助参加人とトーマジャパンとの間の平成１２

年７月１０日付け売買契約書（甲２３）を援用する。

しかし，上記売買契約書は，その表題どおり，補助参加人とトーマジャ

パンとの間の本件商品の売買契約書であって，補助参加人がトーマジャパ

ンに対して本件許諾権限を授与したことを証明するものとはいえず，この

ことは，上記売買契約書に「甲（補助参加人）は乙（トーマジャパン）に

一切の商権を引き渡す」旨の記載があることを考慮しても，変わらないと

いうべきである。
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オ なお，証拠（甲６７ないし７０の各１）によれば，トーマジャパン又は

原告が，補助参加人が本件商品のＯＥＭ方式による生産を委託した香港，

台湾の製造業者から，補助参加人を経由せずに，直接本件商品の引渡しを

受けていた場合もあることがうかがわれる。

しかし，アで認定した事実に照らせば，それらの取引は，トーマジャパ

ン又は原告が，補助参加人との合意に反し，本件商標を冒用して上記製造

業者に本件商標を付した本件商品の製造を発注して直接その納入を受け，

これを販売して利益を上げようとしたものである疑いが強く，そのような

取引が行われた事実があるからといって，補助参加人がトーマジャパン又

は原告に対して本件許諾又は本件許諾権限の授与をしていたと即断するこ

とはできない。

カ 証人Ｔの証言中には，ＯＥＭ方式による生産の委託先の製造業者から補

助参加人への本件商品の納入，補助参加人からトーマジャパンへの本件商

品の売却は，補助参加人の売上高を過大に仮装するための架空のものであ

ったとする部分がある。

しかし，前記認定のとおり，補助参加人は，平成１３年８月ころ以降，

トーマジャパンとの本件商品の売買取引を収束させるために売上を減少さ

せ，最終的に平成１５年４月１日付け通知書（甲２）により同年７月３１

日をもって売買基本契約書（乙２）に基づく取引を解約したことが認めら

れるのであるから，補助参加人の側に，売買取引を仮装してまで，トーマ

ジャパンに対する売上を増加させる動機があったとはいえない。そして，

前記認定のとおり，トーマジャパンが補助参加人に対して，上記売買基本

契約書に基づく買掛金債務の額が約５３８万ドルであることを認める旨の

書面（乙３７）を差し入れていることも併せ考えると，証人Ｔの上記証言

部分は，到底信用できない。

キ 原告は，補助参加人がトーマジャパン又は原告に対して本件許諾又は本
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件許諾権限の授与をしていたことの証拠として，補助参加人の従業員Ｆが

原告代表者に宛てた電子メール（甲６６）にトーマジャパン又は原告が本

件商標の付された本件商品を製造販売してきたことを前提とする記載があ

ることを指摘する。

しかし，前記認定のとおり，補助参加人は，中国本土，香港及び台湾の

事情に詳しいトーマジャパンや原告に現地の製造業者の紹介や現地の需要

に応じた製品の開発を委託した事実は認められるのであり，上記電子メー

ルの記載は，そのようなトーマジャパンや原告の関与を指して，両名が本

件商品を製造販売してきたものと表現したに止まり，それ以上に，両名が

自己を製造業者であることを表示するものとして本件商標を付した本件商

品を製造販売してきたことを認める趣旨で書かれたものとは考え難いとい

うべきである。

ク 原告は，被告がトーマジャパンに対して第三者に本件商標を付した本件

商品の製造を許諾したことがない旨の証明書（甲５６，５７，７１）を提

出させていることからすると，被告は，その前提として，トーマジャパン

に対して本件許諾をする権限があることを認めていたことが明らかである

と主張する。

しかし，証拠（甲３，乙７ないし１０）及び弁論の全趣旨によれば，被

告は，上記証明書が作成された当時，偽の本件商標を付した本件商品の摘

発を進めており，上記証明書の徴収はその作業の一環としてされたもので

あることが認められるところ，このような当時の状況からすると，被告は，

トーマジャパンがその権限もないのに本件商品の製造を第三者に許諾した

のではないかと疑って上記証明書を提出させたと考えるのが自然であるか

ら，原告の上記主張は採用できない。

ケ 原告は，補助参加人がトーマジャパンに宛てたファクシミリ文書（甲２

７）でトーマジャパンにＯＥＭ方式による本件商品の生産の委託先である
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製造業者に関する詳細情報の提供を求めていることからすれば，製造業者

に本件商品の製造を請け負わせていたのは，原告であって補助参加人では

ないことが明らかであるとも主張する。

しかし，前記認定のとおり，補助参加人は，本件商品のＯＥＭ方式によ

る生産の委託先である製造業者をトーマジャパン又は原告から紹介された

のであり，そうだとすると，トーマジャパン又は原告の方が被告よりもそ

れらの製造業者に関する詳しい情報を保有しているとしても，一向に不自

然であるとはいえない。

コ 以上のとおり，前記アの認定に反する原告の主張は，いずれも採用する

ことができない。総じて原告の主張は，トーマジャパン又は原告が本件商

品の製造や納入に事実上関与したことを指摘して補助参加人がトーマジャ

パン又は原告に対して本件商標を付した本件商品の製造を許諾していたこ

との論拠とするものであるが，ここでの問題は，トーマジャパン又は原告

がそのような関与をするに当たって本件商標をトーマジャパン又は原告の

製造したものであることを示すものとして本件商品に使用することを補助

参加人が許諾していたかどうかという点なのであるから，原告の主張は的

を射たものとはいえない。

(3) 以上のとおり，争点(1)についての原告の主張は理由がない。

２ 争点(2)（表見代理による本件許諾の成否）について

原告は，仮に被告が補助参加人に第三者に対して本件許諾をする権限を授与

していなかったとしても，補助参加人は，被告から，本件商標を用いた本件商

品を含む家電製品を製造販売する権限を授与されていたから，この権限を基本

代理権として，補助参加人のトーマジャパンに対する本件許諾権限の授与につ

き，民法１１０条の表見代理が成立すると主張する。

しかし，上記権限は，補助参加人がその名において本件商品等の家電製品を

製造販売する権限であって，これを表見代理の基本となる代理権と見ることは
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できない。また，補助参加人がトーマジャパンに対して本件許諾権限を授与し

たと認められないことも，前記説示のとおりである。しかも，証拠（証人Ｔ）

によれば，補助参加人がトーマジャパンから本件商標の再使用許諾を要請され

た際にこれを拒否した事実が認められるのであって，トーマジャパンは，補助

参加人に本件商標の再使用許諾をする権限がないことを認識していたものと推

認することができる。

以上のとおり，争点(2)についての原告の主張も理由がない。

３ 争点(3)（権利外観法理による本件許諾の成否）について

原告は，原告代表者のＫがトーマジャパンから本件許諾を受けた際，本件マ

ニュアルがトーマジャパンから原告に交付されていたこと，被告が原告におい

てトーマジャパンからの許諾に基づいて本件商標と「Ｄ’ｃｕｂｅ」商標を併

記したＭＰ３プレイヤーを製造販売しているのを正規商品の製造販売として黙

認していたことなどを指摘して，原告において，被告又は補助参加人がトーマ

ジャパンに対し本件許諾授与権限を与えているものと信じたことには，正当の

理由があり，そのような外観に対する原告の信頼は保護されるべきであるなど

と主張する。

しかし，仮に原告主張のような事情があったとしても，トーマジャパンが原

告に対して本件許諾をする権限を有するとの外観が作出されたものとはいえな

い。

また，トーマジャパンが本件マニュアルを入手した経緯は不明であり，被告

がＭＰ３プレイヤーに付された「Ｄ’ｃｕｂｅ」の表示がトーマジャパンの商

標であることを認識してこれに本件商標を併記することを容認していたことを

認めるに足りる証拠がないことは前記のとおりであるから，被告がトーマジャ

パンが本件許諾をする権限を有する外観を作出し，又はこれを放置していたと

いうことはできない。

さらに，証拠（乙３８ないし４０の各１）によれば，原告代表者のＫとトー
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マジャパン代表者のＴとは，台湾において同じ会社の役員を務めるなど，近し

い関係にあることがうかがわれること，原告代表者は，平成１５年１２月１日

になって，トーマジャパンから依頼されて原告を買収していること（証人Ｔ，

被告代表者）からすると，原告がトーマジャパンには本件許諾権限を有しない

ことを知っていた疑いも強いというべきである。

以上のとおり，争点(3)についての原告の主張も採用することができない。

４ 争点(4)（被告の黙認による権限の授与）について

(1) 原告は，原告が本件商標と原告の商標である「Ｄ’ｃｕｂｅ」の商標とを

併記したＭＰ３プレイヤーを製造して中国本土，香港及び台湾で販売してい

るのを黙認していたことから，被告が原告に対して本件使用権の行使を黙認

して許諾していた旨主張する。

しかし，被告が「Ｄ’ｃｕｂｅ」の商標が原告の商標であり，ＭＰ３プレ

イヤーが原告において製造販売するものであることを知りながら，これに本

件商標を併記することを明示又は黙示に承認していたことを認めるに足りる

証拠はない。

(2) 原告は，補助参加人がトーマジャパンに本件マニュアルを提供したのは，

トーマジャパンに対して本件商標を付した本件商品を製造販売する権限を授

与したからに他ならないと主張する。

しかし，本件全証拠によっても，補助参加人がトーマジャパンに本件マニ

ュアルを提供した経緯は不明であり，トーマジャパンがこれを保管していた

というだけでは，トーマジャパンによる本件許諾権限の行使を黙認していた

ものとはいえない。

(3) 原告は，ＭＰ３プレイヤーの説明書に総発売元として原告の会社名が記載

されていることから，被告は，原告が本件商標を付したＭＰ３プレイヤーを

製造販売することを黙認していたと主張する。

しかし，ＭＰ３プレイヤーの説明書等に総発売元として原告の表示がある
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からといって，被告において原告が本件商標を付したＭＰ３プレイヤーの製

造を黙認したことにならないことはいうまでもないから，原告の上記主張は

採用することができない。

(4) 原告は，被告が中国で設立したＮＥＣ有限会社知的財産センターの担当者

が消費者に対する電子メールで原告の下請製造業者に対してＯＥＭ方式によ

りＭＰ３プレイヤーを製造する権利を与えた旨表明したから，原告によるＭ

Ｐ３プレイヤーの製造販売を容認したとも主張する。

しかし，被告がＯＥＭ方式により原告の下請業者に発注してＭＰ３プレイ

ヤーを製造させたからといって，原告による本件商標を付したＭＰ３プレイ

ヤーの製造販売を容認したことにならないことはいうまでもない。

(5) 以上のとおり，争点(4)についての原告の主張も理由がない。

第４ 結論

以上によれば，原告の請求はいずれも理由がないから，これを棄却すること

として，主文のとおり判決する。

東京地方裁判所民事第２４部

裁判長裁判官 矢 尾 渉

裁判官 澤 野 芳 夫

裁判官 長 博 文


